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鹿児島県告示第1123号

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項本文の規定により，次のとおり指定居宅

サービス事業者として指定した。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

事 業 所 申 請 者
指 定 年 月 サ ー ビ ス

主たる事務所の 代表者の氏
名 称 所 在 地 名 称 日 の 種 類

所在地 名

デイサービスだ 鹿 屋 市 新 川 町 有限会社コンフ 鹿児島市原良二 内田 秀行 平成25年 通 所 介 護

んだんⅡ 5453番地１ ィアンス 丁目10番11号 1 0月１日

三慶医院・デイ 出 水 市 上  渕 医療法人お茶の 出 水 市 上  渕 新冨 義侯 平成25年 通 所 介 護

サービス 1966番地 水北洲会 1966番地 10月17日

鹿児島県告示第1124号

介護保険法（平成９年法律第123号）第46条第１項の規定により，次のとおり指定居宅介護

支援事業者として指定した。

平成25年11月１日
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鹿児島県知事 伊藤祐一郎

事 業 所 申 請 者
指 定 年 月 サ ー ビ ス

主たる事務所の 代表者の氏
名 称 所 在 地 名 称 日 の 種 類

所在地 名

稲津病院居宅介 摩郡さつま町 医療法人トウス 摩郡さつま町 稲津 一穂 平成25年 居 宅 介 護

護支援事業所 宮之城屋地1378 イ会 宮之城屋地1378 1 0月21日 支 援

番地 番地

鹿児島県告示第1125号

介護保険法（平成９年法律第123号）第53条第１項本文の規定により，次のとおり指定介護

予防サービス事業者として指定した。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

事 業 所 申 請 者
指 定 年 月 サ ー ビ ス

主たる事務所の 代表者の氏
名 称 所 在 地 名 称 日 の 種 類

所在地 名

デイサービスだ 鹿 屋 市 新 川 町 有限会社コンフ 鹿児島市原良二 内田 秀行 平成25年 介 護 予 防

んだんⅡ 5453番地１ ィアンス 丁目10番11号 1 0月１日 通 所 介 護

三慶医院・デイ 出 水 市 上  渕 医療法人お茶の 出 水 市 上  渕 新冨 義侯 平成25年 介 護 予 防

サービス 1966番地 水北洲会 1966番地 10月17日 通 所 介 護

鹿児島県告示第1126号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

65条の規定により，指定自立支援医療機関から次のとおり指定の辞退の申出があった。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

薬 局 辞退年月 自立支援医療

名 称 所 在 地 日 の種類

イオン薬局鹿児島店 鹿児島市東開町７ 平成25年 精神通院医療

10月16日

有限会社三愛調剤薬局 指宿市湯の浜一丁目４－21 平成25年 精神通院医療

11月１日

鹿児島県告示第1127号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

54条第２項の規定により，次のとおり指定自立支援医療機関として指定した。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

薬 局 指定年月 自立支援医療

名 称 所 在 地 日 の種類

アイン薬局加世田店 南さつま市加世田唐仁原1180 平成25年 育成医療・更

番 11月１日 生医療

鹿児島県告示第1128号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

54条第２項の規定により，次のとおり指定自立支援医療機関として指定した。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

薬 局 指定年月 自立支援医療

名 称 所 在 地 日 の種類

鹿 児 島 県 公 報 平成25年11月１日（金）第2954号
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グリーンティ調剤薬局 南九州市頴娃町別府331番地 平成25年 育成医療・更

11月１日 生医療

鹿児島県告示第1129号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

60条第１項の規定により，次のとおり指定自立支援医療機関の指定を更新した。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

薬 局 更新年月 自立支援医療

名 称 所 在 地 日 の種類

海星薬局 鹿児島市坂之上七丁目33番57 平成25年 精神通院医療

号 11月１日

海星薬局平川店 鹿児島市平川町1580－１ 平成25年 精神通院医療

11月１日

有限会社チェリー調剤薬局 指宿市湊二丁目24番10号 平成25年 精神通院医療

11月１日

健美堂薬局串木野店 いちき串木野市曙町95番 平成25年 精神通院医療

11月１日

ヘルシー薬局 姶良郡湧水町般若寺1480番地 平成25年 精神通院医療

１ 11月１日

つばさ薬局 熊毛郡屋久島町安房410番地 平成25年 精神通院医療

214 11月１日

鹿児島県告示第1130号

西之表市西之表211番地６ 平原月人及び西之表市西之表6677番地２ 押川登からなされた

次の区域及び区分に係る漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）第108条第５項において準用

する同法第105条の２第３項の規定による届出に係る同法第108条第２項の同意は，同項に規定

する要件に適合すると認める。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

区域及び区分

１ 区域 西之表市西之表区域（西之表市のうち西之表市国上区域，西之表市東海区域及び西

之表市住吉区域を除く地区）

２ 区分 主としてきびなごさし網漁業を営む漁業又は小型定置漁業を営む漁業

鹿児島県告示第1131号

肥料取締法（昭和25年法律第127号）第12条第２項の規定により，次のとおり肥料の登録の

有効期間を更新した。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

更 新 後 の 生 産 業 者
登録番 肥 料 の 種 肥 料 の 名

登 録 の 有 保証成分量（％） その他の規格 氏 名 又 は
号 類 称 住 所

効 期 限 名 称

鹿児島 平成31年 と う も ろ コ ー ン ジ 窒素全量 3.0 該当なし 南 日 本 コ 鹿 児 島 市

県肥第 11月15日 こ し は い ャ ー ム ミ りん酸全量 1.0 メ 油 株 式 南 栄 三 丁

1253号 芽 油 か す ー ル 会 社 目19番地

及 び そ の

粉 末

鹿児島県告示第1132号
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庁舎等の管理等業務委託に係る競争入札参加資格審査要綱の一部を改正する要綱を次のよう

に定めた。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

庁舎等の管理等業務委託に係る競争入札参加資格審査要綱の一部を改正する要綱

庁舎等の管理等業務委託に係る競争入札参加資格審査要綱（平成２年鹿児島県告示第302号）

の一部を次のように改正する。

第４条第１項第13号イ中「財団法人地球環境戦略研究機関持続性センター」を「一般財団法

人持続性推進機構」に改める。

第７条第１項第４号イ中「財団法人地球環境戦略研究機関持続性センター」を「一般財団法

人持続性推進機構」に改め，同項に次の１号を加える。

 その他知事が必要と認める事項

第９条中「（以下この条において「入札参加資格等」という。）」を削り，「後最初に到来

する４月１日」を「（以下この条において「効力発生日」という。）」に，「の３月31日」を

「に行う定期の資格審査による効力発生日の前日」に改め，同項ただし書を削る。

別表第２中「500万円」を「700万円」に改める。

別記第２号様式中

「
直前第２年度決算 直前第１年度決算

年 月 日から 年 月 日から ２ 年 間 の 平 均

年 月 日まで 年 月 日まで

千円 千円 千円

千円 千円 千円 を

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円
」

「
直前第２年度決算 直前第１年度決算

年 月 日から 年 月 日から

年 月 日まで 年 月 日まで

千円 千円

千円 千円 に，

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円
」

「
職

区 分 事務営業 技 術 労務工員 そ の 他 合 計
員

の 常 雇 用 職 員 人 人 人 人 人 を

状 有 資 格 職 員 人 人 人 人 人

況 臨 時 雇 職 員 人 人 人 人 人
」

「
職 作 業 従 事 職 員 事務職員 合 計

区 分 Ｂ－Ａ
員 有資格職員 そ の 他 Ａ Ｂ

の 正 規 の 職 員 人 人 人 人 人 に改

状 非 正 規 の 職 員 人 人 人 人 人

況 計 人 人 人 人 人
」

める。
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別記第２号様式の２（表）中「（表）」を削り，同様式注１中「裏面）を作成して」を「別

紙）を添付して」に改め，同様式（裏）を削り，同様式に次のように加える。

（別紙）

自己及び自社の役員等の名簿

氏 名 又 は 名 称

住所又は主たる事務所の所在地

（ ふ り が な ）
役 職 名 性別 生年月日 住 所

氏 名

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

注１ 代表者も含めて作成してください。

２ 記入欄が不足する場合は適宜追加してください。

３ この名簿に記載されている個人情報については，要綱第７条第２項に規定する審査に

必要な範囲内で，他の行政庁に情報提供することになりますので，各人の同意を得た上

で記載してください。

附 則

１ この要綱は，平成25年11月１日から施行する。

２ 平成25年11月１日から平成26年３月31日までの間に，改正後の庁舎等の管理等業務委託に

係る競争入札参加資格審査要綱（以下「改正後要綱」という。）第７条第３項の規定により

決定された入札参加資格及び改正後要綱第８条第１項の規定により行われた等級格付（いず
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れも改正後要綱第４条第３項ただし書に規定する資格審査に係るものを除く。）の有効期間

は，改正後要綱第９条の規定にかかわらず，平成26年４月１日から同日後最初に到来する基

準年度に行う定期の資格審査による効力発生日の前日までとする。

３ 改正後要綱別表第２の規定は，平成26年４月１日以後に行う一般競争入札及び指名競争入

札について適用する。

平成25年度ふぐ調理師試験公告

ふぐの取扱いの規制に関する条例（昭和35年鹿児島県条例第22号）第10条第１項の規定によ

り，平成25年度ふぐ調理師試験を次のとおり実施する。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 試験の日時

平成26年２月19日（水）午前10時から午後５時まで

２ 試験の場所

かごしま県民交流センター（鹿児島市山下町14－50）

３ 試験の方法及び試験科目

 筆記試験

ア 食品衛生大意（水産食品の知識を含む。）

イ 公衆衛生大意（法規を含む。）

 実地試験

ふぐの処理及び鑑別に関する実技

４ 受験資格

 調理師法（昭和33年法律第147号）第３条第１項の規定により調理師の免許を受けた後，

県内の知事が指定したふぐを取り扱う施設において，ふぐ調理師の指導のもとに１年以上

ふぐの処理に関する知識及び技能を習得した調理師

 に掲げる調理師以外の調理師で，知事がに掲げる調理師と同等以上のふぐの処理に

関する知識及び技能を習得していると認めるもの

５ 試験手数料

13,400円

６ 受験手続

 提出書類等

ア 所定の受験願書

イ 調理師法第５条第３項の調理師免許証の写し

ウ 写真（出願前６月以内に撮影した脱帽正面上半身像の名刺型（縦７センチメートル，

横５センチメートル）のもので，裏面に氏名を自書したもの）

エ 所定のふぐの処理知識技能習得証明書

４のに掲げる施設（知事がこれと同等と認める県外の施設を含む。）において，１

年以上ふぐの処理に関する知識及び技能を習得したことを証する直接指導したふぐ調理

師（これに相当する資格を有する者を含む。）の証明書

 提出書類等の提出先

受験希望者の居住地を管轄する各保健所（鹿児島市又は県外に居住する者にあっては，

鹿児島県保健福祉部生活衛生課（鹿児島市鴨池新町10番１号 郵便番号890－8577））

なお，郵送の場合は，封筒の表面に「ふぐ調理師試験受験願書在中」と朱書し，書留郵

便とすること。

 試験手数料の納付方法

受験願書提出の際，鹿児島県収入証紙により納付すること（鹿児島県収入証紙は消印し

ないこと。）。

なお，提出書類等を受理した後は，試験手数料は返還しない。

公 告
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７ 提出書類等の受付期間

平成25年12月２日（月）から同月20日（金）までのそれぞれの日（県の休日を除く。）の

午前８時30分から午後５時15分までとする。

なお，郵送の場合は，平成25年12月20日の消印のあるものまで受け付ける。

８ 受験願書等の用紙の交付

受験願書及びふぐの処理知識技能習得証明書の用紙は，鹿児島県保健福祉部生活衛生課及

び県の各保健所において交付する。

なお，同用紙を郵便により請求するときは，宛先及び郵便番号を明記し，80円分の切手を

貼った返信用封筒を同封すること。

９ 合格者の発表

合格者に対し，合格証書を郵送して行う。

10 その他

試験に関する照会は，鹿児島県保健福祉部生活衛生課（電話099－286－2788）又は県の各

保健所に対して行うこと。

…………………………………………………

大規模小売店舗の届出事項の変更に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第６条第１項及び第２

項の規定により次のとおり大規模小売店舗の変更について届出があったので，関係書類を平成

25年11月１日から４月間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び南地域振興局総務企画部

において縦覧に供する。

なお，法第８条第２項の規定により意見を述べようとするものは，「意見 意見を述べ

る理由 氏名及び住所（団体にあっては，名称，代表者の氏名及び事務所の所在地） 大

規模小売店舗の名称及び所在地」を記載した意見書を，平成25年11月１日から４月以内に，鹿

児島県商工労働水産部商工政策課に到着するよう提出すること。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

ケーズデンキ指宿店

指宿市東方字野付ノ後8268番１ 外26筆

２ 変更事項

 大規模小売店舗を設置する者及び当該大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及

び住所並びに代表者の氏名

ア 大規模小売店舗を設置する者

 変更前 株式会社ケーズホールディングス 代表取締役 加藤修一

茨城県水戸市柳町一丁目13番20号

 変更後 株式会社ケーズホールディングス 代表取締役 遠藤裕之

茨城県水戸市柳町一丁目13番20号

イ 大規模小売店舗において小売業を行う者

 変更前 株式会社九州ケーズデンキ 代表取締役 加藤修一

茨城県水戸市柳町一丁目13番20号

 変更後 株式会社九州ケーズデンキ 代表取締役 坂下陽一

茨城県水戸市柳町一丁目13番20号

 大規模小売店舗において小売業を行う者の閉店時刻

ア 変更前 午後８時

イ 変更後 午後９時

 来客が駐車場を利用することができる時間帯

ア 変更前 午前９時30分から午後８時30分まで

イ 変更後 午前９時30分から午後９時30分まで

３ 変更年月日

 ２ののア 平成23年６月29日
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 ２ののイ 平成23年６月１日

 ２の及び 平成25年10月19日

４ 届出年月日

平成25年10月18日

…………………………………………………

大規模小売店舗の届出について市町村から聴取した意見に関する公告

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に

より薩摩川内市長から次のとおり意見を聴取したので，当該意見を平成25年11月１日から１月

間，鹿児島県商工労働水産部商工政策課及び北地域振興局総務企画部において縦覧に供する。

平成25年11月１日

鹿児島県知事 伊藤祐一郎

１ 意見の対象となった大規模小売店舗の名称及び所在地

ニシムタ川内店

薩摩川内市原田町14番１

２ 意見の対象となった届出及び届出年月日

法附則第５条第１項の規定による届出事項の変更に関する届出

平成25年５月27日

３ 意見の概要

上記店舗の変更事項にあたっては，関係法令等の遵守はもちろん，来店客や店舗敷地周辺

地域の交通安全や騒音等の対策に万全を期し，周辺住民の良好な生活環境の維持に努めるこ

と。

また，周辺住民から苦情等が出された場合は，誠意をもって対処し解決すること。


